
（平成２３年８月３１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認秋田地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

秋田厚生年金 事案 1127 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人の主

張する標準報酬月額（44 万円）であったと認められることから、申立期間に

係る標準報酬月額の記録を 44万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年２月１日から同年８月 21 日まで 

私は、申立期間当時、株式会社Ａに役員として勤務し、営業等を担当し

ていた。在職中に給与が引き下げられたことはなかったが、申立期間の標

準報酬月額が 44 万円から９万 8,000 円に減額された記録となっているの

で、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、

申立人が主張する 44 万円と記録されていたところ、株式会社Ａが厚生年金

保険の適用事業所ではなくなった日（平成３年 11 月１日）の後の４年３月

７日付けで、遡及して９万 8,000 円に引き下げられていることが確認できる

上、申立人以外の 19 人についても、同日付けで遡及して標準報酬月額の訂

正処理がされていることが確認できる。 

一方、株式会社Ａの閉鎖登記簿謄本から、申立人は、申立期間において、

同社の取締役であったことが確認できるところ、雇用保険の記録から、申立

人は、標準報酬月額の減額訂正が行われた平成４年３月７日よりも前の３年

８月 20 日に同社を離職していることが確認できる上、申立人自身は、「在

職中は、営業等を担当しており、社会保険業務には関わっていなかった。退

職後に私の標準報酬月額を遡及して減額するとの説明を受けたこともな

い。」と述べており、別の取締役は、「申立人は、営業等の担当であった。

社会保険関係の手続は事務の女性が担当していたが、権限は代表取締役が有

していた。」と証言していることを踏まえると、申立人は、当該標準報酬月

額の遡及訂正処理に関与していないと判断される。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該訂正処理を行

う合理的な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に係る有効な記録訂

正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業

主が社会保険事務所に当初届け出た 44万円に訂正することが必要である。 



                      

  

秋田国民年金 事案 806 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から同年９月まで 

亡父が昭和 47 年３月に、私の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付

してくれていたと聞いていたが、申立期間が未納となっており驚いている。 

両親は未納無く保険料を納めたと聞いているので、申立期間について調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「亡父が昭和 47 年３月に、私の国民年金の加入手続を行い、

保険料を納付していたと聞いている。」と主張しているところ、国民年金手

帳記号番号払出簿から、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたのは

49 年８月 16 日（実際の加入手続は、申立人の前後に手帳記号番号が払い出

された者の資格取得日及び納付日から、49 年９月から同年 11 月頃と推認）

であり、47年＊月＊日に遡及して資格を取得していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、遡及して資格を取得した期間のうち、申

立期間よりも前の昭和 47 年３月から 48 年３月までの期間、及び後の 48 年

10 月以降の国民年金保険料については納付済みとされているところ、国民年

金被保険者台帳及び現金納付者名簿から、50 年 12 月 27 日に、47 年３月か

ら 48 年３月までの保険料を特例納付し、48 年 10 月から 49 年３月までの保

険料を過年度納付していることが確認できるが、当該保険料を納付した時点

では、特例納付については、納付可能な期間が 36 年４月から 48 年３月まで

であり、過年度保険料については、時効に至らない納付可能な期間が 48 年

10 月以降であり、申立期間については、特例納付も過年度納付もできなかっ

たことが確認できる。 

さらに、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料納付に関与してお



                      

  

らず、申立人の保険料を納付したとされる父親は既に死亡しており、納付状

況等について聴取することができない上、父親が申立人の申立期間の国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

秋田厚生年金 事案 1128 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

    

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62年８月１日から平成３年 10月 16日まで 

         ② 平成３年 10月 16日から５年９月１日まで 

         ③ 平成５年９月１日から７年４月 16日まで 

私は、申立期間①についてはＡ株式会社で、申立期間②については株式会

社Ｂで、申立期間③については株式会社Ｂから業務移譲された株式会社Ｃ

(現在は合併して、株式会社Ｄ）で、Ｅ職として働いた。 

家賃及び光熱費は会社負担であり、現物給与として標準報酬月額に加算さ

れるべきものであるが、標準報酬月額には含まれていないので、申立期間の

標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「Ｅ職としてＡ株式会社に雇用され、家

賃及び光熱費は会社負担であったが、これらの現物給与が標準報酬月額に含

まれていないので訂正してほしい。」と主張している。 

しかしながら、Ａ株式会社では、「Ｅ職の家賃及び光熱費は当社の負担で

はなく、Ｆ事業所が負担していたので、現物給与ではない。また、申立人に

係る資料は残っていない。」と回答している。 

また、申立人から提出された平成３年９月及び同年 10 月の給与支給明細

書によると、支給欄に現物給与の記載は無く、控除欄に記載された厚生年金

保険料に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致して

いることが確認できる上、申立人から提出された平成２年分の給与所得の源

泉徴収票に記載された社会保険料等の金額は、オンライン記録の標準報酬月

額から試算した健康保険及び厚生年金保険の保険料額に雇用保険の額を加算

した額と一致している。 

２ 申立期間②について、申立人は、「Ｅ職として株式会社Ｂに雇用され、家



                      

  

賃及び光熱費は会社負担であったが、これらの現物給与が標準報酬月額に含

まれていないので訂正してほしい。」と主張している。 

しかしながら、株式会社Ｂでは、「Ｅ職の家賃及び光熱費については報酬

に含めていなかった。」と回答している上、同社が保管する、申立人に係る

「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」

及び「健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書（平成４年 10 月

定時決定）」をみると、「現物によるものの額」の欄は空欄であり、「金銭

によるものの額」のみを届け出ていることが確認できる。 

また、株式会社Ｂが保管する申立人に係る申立期間②の給料台帳によると、

厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬

月額と一致していることが確認できる。 

なお、申立人が所持する、株式会社Ｂが発行した「Ｅ職の労働条件等につ

いて」には、「家賃、光熱費等は株式会社Ｇが負担する。」と記載されてお

り、株式会社Ｂの関連会社である株式会社Ｇが負担していたことがうかがえ

る。 

３ 申立期間③について、申立人は、「私が行っていたＥ職の業務が、株式会

社Ｂから関連会社の株式会社Ｃに移譲されたが、引き続きＥ職の業務を行っ

た。勤務形態及び給与条件等は従前どおりであり、家賃及び光熱費は変わら

ず会社負担であったが、これらの現物給与が標準報酬月額に含まれていない

ので訂正してほしい。」と主張している。 

しかしながら、株式会社Ｄでは、「株式会社Ｃの元給与担当者に確認した

ところ、会社はＥ職の家賃や光熱費を負担していなかったので、それらを報

酬に含めて処理したことはないと述べている。」と回答している。 

また、申立人から提出された株式会社Ｃとの嘱託雇用契約書及び株式会社

Ｂの辞令によると、両社とも手当としての現物給与の計上は無く、手当の種

類及び金額は同じであることが確認できることから、株式会社Ｃに係る給与

明細書等は無いものの、株式会社Ｂと同様の報酬月額及び厚生年金保険料控

除額であったと推認される。 

このほか、申立期間③について、申立人が現物給与であったと主張する家

賃及び光熱費に見合う厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認

できる給与明細書等の資料は無く、控除されていたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

秋田厚生年金 事案 1129 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年１月１日から同年８月１日まで 

私は、昭和 44 年 10 月から株式会社Ａに事務担当者として勤務した。当

時は２、３か月程度の試用期間があったので、厚生年金保険には 45 年１月

から加入していたはずだが、資格取得日が同年８月１日となっているので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 44 年 10 月から株式会社Ａに勤務した。当時は２、３か

月程度の試用期間があったので、厚生年金保険には 45 年１月から加入してい

たはずだが、資格取得日が同年８月１日となっている。」と主張していると

ころ、雇用保険の記録から、申立人は、44 年９月 22 日から同社に勤務して

いたことが確認できる。 

しかしながら、株式会社Ａは、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、事業主も死亡していることから、申立期間当時の厚生年金保険の

取扱いについて聴取することができない上、当時の事務担当者は、「試用期

間はあったが、どのくらいの期間であったかについては記憶していない。」

と証言している。 

また、オンライン記録によると、株式会社Ａにおいて、申立人と同日の昭

和 45 年８月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得している者が４人確認で

きるところ、当該４人は、既に死亡又は連絡先不明のため照会することがで

きないものの、ほかの同僚によると、このうち二人については、「厚生年金

保険の資格取得年月日の１年ぐらい前から勤務していた。」と証言しており、

申立人より後に資格を取得している別の二人の同僚は、「入社してから１年

ぐらいたった後に厚生年金保険に加入した。」と証言していることを踏まえ



                      

  

ると、申立期間当時の試用期間は１年程度であったことがうかがえる。 

なお、昭和 44 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得している者は、

「当時の試用期間は３か月ぐらいであった。」と述べていることから、株式

会社Ａでの試用期間の取扱いは、この頃までは３か月ぐらいであったものと

考えられる。 

さらに、前述の事務担当者は、「厚生年金保険に加入する前に、給与から

保険料を控除することはなかった。」と証言している。 

このほか、申立期間について、厚生年金保険料が控除されていたことを確

認できる給与明細書等の資料は無く、控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

秋田厚生年金 事案 1130 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

    

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 33年４月１日から同年 11月 30日まで 

         ② 昭和 34年４月１日から同年 11月 30日まで 

私は、申立期間①及び②について、父親と近所の二人と共に、Ａ事業所の

Ｂ現場の主任に連れられ、同現場でＣ作業員（Ｄ職）として勤務した。 

給与から厚生年金保険料が控除されていたように思うので、厚生年金保険

の加入期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、当時の同僚の証言から、期間の特定はできないも

のの、申立人は、Ａ事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ事業所では、「申立人の勤務事実が確認できる資料及

び当時の厚生年金保険の取扱いが確認できる資料等は保存されていな

い。」と回答していることから、申立人の申立期間①における勤務実態及

び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、申立期間①において、申立人が一緒に勤務したと記憶する同僚３

人についても、厚生年金保険の加入記録は無い。 

さらに、Ａ事業所における申立期間①及びその前後の年度の厚生年金保

険の資格取得者数の年度別推移をみると、昭和 32 年度は 448 人、34 年度

は 468 人であることが確認できる一方で、申立期間①の 33 年度は４人のみ

であり、この４人は、翌年度の 34 年度から共済組合に加入していることが

確認でき、このうちの二人は、「試験に合格したが、採用枠が無かったの

で正式採用されるまでの臨時採用期間中であった。」と証言し、他の二人

は、「内勤職員であった。」と証言していることから、同事業所では、申

立期間①を含む 33 年度当時、Ｃ作業員については厚生年金保険に加入させ



                      

  

る取扱いをしていなかったことがうかがえる。 

加えて、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認した

が、申立期間①において申立人の氏名は無く、健康保険番号に欠番も無い。 

２ 申立期間②について、当時の同僚の証言から、期間の特定はできないも

のの、申立人は、Ａ事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ事業所では、「申立人の勤務事実が確認できる資料及

び当時の厚生年金保険の取扱いが確認できる資料等は保存されていな

い。」と回答していることから、申立人の申立期間②における勤務実態及

び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、申立期間②において、申立人が一緒に勤務したと記憶する同僚３

人についても、厚生年金保険の加入記録は無い。 

さらに、申立人と同様に、Ａ事業所のＢ現場にＣ作業員として勤務して

いた者は、「私は、Ｄ職として長年勤務したが、そのうちの数年間につい

て、厚生年金保険の加入記録が無い。」と述べているところ、オンライン

記録から、この者は同事業所において、昭和 29 年度から 31 年度までの期

間及び 37 年度から 46 年度までの期間については、厚生年金保険に加入し

ていることが確認できるが、申立期間①及び②を含む 32 年度から 36 年度

までの期間については、厚生年金保険の加入記録が無い。 

加えて、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認した

が、申立期間②において申立人の氏名は無く、健康保険番号に欠番も無い。 

３ このほか、申立期間①及び②について、厚生年金保険料が控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料は無く、控除されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


